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1. 研究開発テーマの概要
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ビジョン・出口戦略と目指す社会
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■「都市内街路交通をリ・デザインするための技術・政策パッケージの開発」のビジョンと出口戦略



研究開発の出口（成果）

「小さな道の事故ゼロ」
・現状と課題の効率的な把握
・施策・対策の効果的な実施
・現場での意思決定の迅速化
・合意形成や行政手続きの円滑化

【提供する利便性・価値】

・新たな種別の道路とその構造および交通運用ルールで歩車共存型を実現
【出口】
・法制度やその実効性担保策などの方策の確立をゴールとする

・施策推進のための開発技術/理論等の適用プロセス、考え方、
使い方全てを包含

・策定を通じた交通安全・街路網計画およびデジタルツールの
全国展開

【出口】
関係省庁の施策推進に資する政策パッケージ
- 活用場面（想定）

・「通学路対策」
・「ゾーン30」や「ゾーン30プラス」施策
・「交通事故多発重点箇所対策」 等

- 実施主体（想定）
・基礎自治体等（＋その他道路管理者）

・道交法施行令改正「中央線のない道路の時速30km法定速度」
・当該道路の担う役割や地域の実情との乖離が懸念される場合もあり
【出口】
・現状「中央線のない道路」データが存在せず，そのDB化方策も検討
・法定速度・時速30kmの円滑な運用に資する実態分析を実施

※“幅員5.5m未満”での代用、都市計画区域外 など
・実効性のある運用，評価の枠組み確立をゴールとする

法定速度・時速30kmの
円滑な施行に資する技術的知見の提示＜提供材＞

政策パッケージ適用ガイド(案)

小さな道確保エリア内における
日本版シェアドスペース実現方策の展開

～ 一般的な取り組みの流れ ～

＜エンドユーザー＞
関係省庁・自治体
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社会実装に向けた出口戦略（ロードマップ）
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XRL

ステージゲート
(FY25)

SIP 終了時
(FY27)

SIP 終了後
(FY28 以降)

多様な地域でリアルな実装技術の抽出と
デジタルサンドボックスによる評価着手

・安全・快適で楽しいみち・まちを
具現化

・技術、制度、事業形成への
提言と先行地域で社会実装を着手

・出口戦略の具体的実現を図る

・安全・快適・賑わいの
楽しいみち・まちの普及が進展

限定地域での社会実装
※XRL：実装技術 抽出フェーズ

全国展開
※XRL：社会実装 着手フェーズ

全国各地での普及
※XRL：社会実装 普及フェーズ

・社会実装の普及と持続性の担保
・国外への事業サービス輸出

POINT

全国的なデータを主対象としているため、
サブ課題Ⅳ JMDSのユースケースとしての積極的な利活用が期待

POINT

サブ課題Ⅲ(事故リスク通知や信号情報提供)と連携により、
全国展開を図る上での相乗効果が期待

社会実装の準備
※XRL：仮説検証・ｺﾝｾﾌﾟﾄ化等

～FY24

A市
（市街地型、先進的）

B市
（郊外型、標準規模）

・新たな街路区分立案
・歩行者を追加したNW配置論
・実証分析結果

 ➔ 道路交通法施行令改正へ知見提供
・全国的な道路交通DB構築
・可視化・集計ﾂｰﾙ + 街路SIM 基本設計
・ガイドブックver.0の構築
・制度・ルールの課題洗い出し

政策パッケージ適用ガイド(案)

（6/5 SIP国内シンポ）

・～ステージゲートまでに素案作成を完了
・２市モデル地区では、素案作成と並行して
試行・適用を行い、フィードバックを得る。

ｽﾃｰｼﾞｹﾞｰﾄ
までに完了

全国へ適用
・通学路やゾーン30施策での適用に向けて、

類型化や特別対応等の応用方針まで明確化
・様々な条件下で適用可能なガイド(案)へ

26年9月施行

JAPIC活動と連携
準備段階からの関係機関との対話：研究成果の共有、関連施策との連携方策 等POINT

法定速度・時速30kmの
円滑な施行に資する
技術的知見の提示

小さな道確保エリア内における
日本版シェアドスペース

実現方策の展開



社会実装に向けた研究成果の適用
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現状把握と政策ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｼｽﾃﾑ構築
：自治体が使える品質を確保したデータベー

スと持続可能なプラットフォームを構築

安全性向上の具体策提案と社会実装
：速度抑制施策の空間頻度や、要設置場所の

特性を整理

デジタルサンドボックスの構築
：歩行者等からみた仮想評価システム開発、

評価指標の研究
：面的交通流(エリアへの流出入・走行速度)を

評価可能な交通シミュレータ(技術)の開発

街路網構成計画論の構築
：歩行者、自転車、公共交通利用の視点を追

加したネットワーク配置論を検討
：定量的範囲を最適化理論の枠組みで扱う方

法、適切なパラメータ設定等について検討

社会的受容性・協働性の獲得とﾙｰﾙ作り
：小さな道の見直しを検討できるｶﾞｲﾄﾞﾌﾞｯｸを、

関係行政機関等と連携してとりまとめ
：成果を現実/仮想空間で取り組み、法制度

改正に向けた提案事項としてとりまとめ

制度・ルールの提案
：政令・省令・施行令・通達・ガイドブック

等の見直しを行うための課題の洗い出し
：既制度の改良・改善や見直し、政策ﾊﾟｯｹｰｼﾞ

の運用方法などに関する提言(案)を提示

STEP

01
地区の課題を知る
・地区の課題を知る
・課題個所の特定

STEP

02
対策案を考える
・整備方針、道路機能、目標の設定
・全体計画の立案
・対策検討の留意点
・社会実験の実施

STEP

03
対策を実施する
・実施方法

STEP

00
対策を始める
・体制の構築
・コミュニケーション手法
・地区選定の流れ

STEP

04
課題の解決を確認する
・評価
・維持管理
・計画見直しに向けた評価結果のフィードバック

小さな道における
安全対策の例

RI2MAPS上に各種データを重ねて表示

交通事故発生箇所
急減速発生箇所

線色で走行
速度を表現

例えば、
『ゾーン30プラス』『通学路合同点検』
などの施策実施時において …



2.研究開発テーマの成果と進捗
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1. 街路網構成計画論の構築
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• 街路利用主体を自動車、歩行者、
公共交通、自転車の4つに大別し、
街路に求める機能を整理。

• 利用主体と街路機能のうち、共起
関係（歩行者のバスへの乗降など）にあ
るものや、相互干渉の影響が小さ
いもの（速度差が小さいものなど）
は同一の街路階層で担うように、
街路階層を定義。

• DU（外周街路）とEUおよびFU（小
さな道）の分別による既存街路網
の再編を課題と捉え方法論を展開。

自転車歩行者公共交通自動車街路階層
BU

CU

DU

EU

FU

自転車
空間

歩行
空間

公共交通自動車道路の
種級区分
の目安
(種-級)

街路
階層 中央分離沿道出入車線数

規制速度
の目安
[km/h]

目標
旅行速度
[km/h]

バス停
(滞留空間)通行空間

自転車道or
専用通行帯

etc.

歩道or
別線ベイ型

必要に応じ
専用or優先
車線

あり部分制限4以上6050~604-1BU

歩道ありが望ましい自由2以上6040~504-2CU

専用通行帯
orなし

歩道or
路側帯

直線型or
テラス型車線

なし

必要に応じ、
歩行者を考
慮し制限も

1~230~5020~404-3/4DU

歩行者と
共存道路全体歩行者と共存

なし
（歩行者と
共存)

20, 3020以下4-4, 5-2※EU

制限徐行徐行5-1※FU

通過全機能乗降滞留通過沿道出入通過（+通過に伴う滞留）対応する機能

通過

駐車滞留
停車
滞留

通過
＋

乗降滞留 通過
遊歩 活動

滞留

通過
沿道
出入

駐輪
滞留沿道

出入

通過
滞留

沿道
出入
滞留乗降

＋
乗降
滞留

沿道
出入

※濃い：機能の優先度が高い⇔薄い：機能の優先度が低い（機能が制限される）。
：沿道土地利用や立地条件に応じて機能の要否にバリエーションが大きい。

AU~FUの設定は、自動車の機能のみを考慮して、交通工学研究会「機能階層型道路ネットワーク計画のためのガイドライン(案)Ver2.0」
(2024)により提案されている階層をベースとし、一部改訂したもの。（Uは「都市部」の道路であることを表す。）
※JAPIC「小さな道の大きな改革～安全で賑わいある人中心のまちなかの小さな道～」(2025.4) が提案する「第5種道路
（歩車融合道路）」が当該階層に位置付けられるものと整理。

自動車 公共交通 歩行者 自転車
• 路面電車、路線バス等のほか、オ
ンデマンド型小型公共交通なども
含め、不特定多数が乗車する公共
性の高い車両。

• 起終点を直接つなぐ輸送ではなく、
乗降箇所を制限した輸送を仮定。

• 原則、物流車両も含まれる。
• 原則、タクシーも含まれる。

• 車椅子、歩行補助車利用者、移動
用小型車（6km/h以下）などを含
む。

• 特定小型原動機付自転車など、自
転車専用通行帯の通行を許可され
ている車両を含む。

文

EUおよびFU：
歩行者最優先の街路
〇自由に歩ける
〇憩える・交流できる

DU：外周の街路
〇安心して歩ける
〇安全に横断できる
〇公共交通に乗降できる

CUおよびBU：幹線街路（自動車の高速通行を担保）



1. 街路網構成計画論の構築
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• 自動車の観点から見た階層（高速走行を担保すべき幹線道路～低速で沿道出入や滞留を担保すべき小さな道）は、歩行者・
自転車の観点から見ると“歩く＆横断する”ことのリスクが異なるという考えの下、歩行者・自転車の安全
と自動車の移動効率を両立した理想の街路網への階層再編を検討。

理想の街路階層の再編
・歩行者・自転車が安全に移動できる街路が極力

多くなるよう、各区間にDUとEUを割り当て
・自動車の所要時間や迂回率は一定程度担保

固定（入力）

歩行者リスク：高
自動車速度：高

安心とこてくゾーン
（歩行者安全ゾーン）

あらゆる割り当て
から最も安全な
街路網を導出

本研究（以降）での呼称ゾーン対策マニュアル★上の
道路機能タイプ

街路
階層

幹線街路
外周道路

（外周の幹線道路、幹線道路など
とも）

BU

CU

外周街路IDU

歩行者最優先の街路
＝小さな道（FUにする＝歩
行者専用化や通行車両の限
定を行うかは沿道土地利用
や立地条件を考慮して決

定。）

II & IIIEU

IVFU

「生活道路」として自動車
の速度や通行量を

抑制する対策を取り得る

既存街路網における
機能分化に課題の多い
これらの再編を中心に

方法論を展開

★交通工学研究会「改訂 生活道路のゾーン対策マニュアル」(2016) 

歩行者リスク：低
自動車速度：低

※現状既に歩行者専用
道に指定されている道
は固定にもできる。



1. 街路網構成計画論の構築
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• 全国で汎用的に検討できることを目指して、歩車ネットワーク構築手法をツール化し、
モデル候補地域４か所で街路階層の再編を試行。

▼歩車ネットワークの構築ツール ▼モデル地域での街路階層再編の試行

幹線道路（固定）
外周道路
小さな道

三郷市彦成地区 三郷市戸ヶ崎地区

柏市柏駅地区 柏市柏の葉地区

凡例歩車錯綜量の計算を
行えるNW構築

モジュールを公開

結果を自治体と協議
しフィードバック



1. 街路網構成計画論の構築
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• 外周街路＝歩車分離・小さな道＝歩車共存を原則とし、既存街路区間に割り当てられた街路階層に応じた、
街路区間の改善方針を整理。

EUまたはFU：歩行者最優先の街路＝小さな道→共存

幅員
4m 4.5m 5m 5.5m

建築基準法上、
沿道に

新規で家を
建てられない
（4m未満）

一方通行のみ可

歩行空間が片側で
良い場合に限り

（沿道が一面壁など）
一方通行が可能

←の場合に
対面通行
が可能

限定的対面通行車道のない道
での一方通行

6m 8m

歩道設置
対面通行可

歩道設置
一方通行可

対面通行可

自動車は、横断歩道など限定箇所で歩行者に注意
歩行者の歩行の自由度は低い

自動車は、常に歩行者に注意する
歩行者の歩行の自由度は高い

12m

歩道設置
自転車通行帯設置
車線別対面通行可

10m

歩道設置
車線別対面通行可

DU：外周街路→分離
歩行空間と車道を
分離する場合
（歩車分離）

歩行空間と車道を
分離しない場合
（歩車共存）

自転車の通行空間を自動
車と分離できないため、
自動車の通行速度を自転
車に危険のない速度と
することが重要である。

歩道設置
自転車通行帯設置
対面通行可

（自転車需要の著しい区間等）

EUDUCUBU街路階層
×接続しない（この場合でも歩行者
動線は接続できることが望ましい）

加減速車線付きの左折in-
out

半立体交差、RAB、
信号交差点

立体交差、
半立体交差BU

EU側一時停止無信号交差点＋｛ス
ムース歩道設置、EU側に凸部・狭
窄設置など｝、左折in-out（中央

分離）

RAB、信号交差点、左折in-
outのみの無信号（必要に
応じて加減速車線）

RAB、信号交差点CU

EU側一時停止無信号交差点＋｛ス
ムース歩道設置、EU側に凸部・狭

窄設置など｝、RAB

一方向一時停止無信号交差
点、RAB、信号交差点DU

無信号交差点＋凸部・カラー舗装
など、遮断EU

5m
1m
3m
1m

4m
電柱

4m
1m
2m
1m

設計車両＞一般的な通過車両であること＋歩行者が自動車に
対して柔軟に対応することを考慮した、共存による柔軟な
幅員活用について検討を進める。

街路階層と幅員条件に応じた横断面構成

街路階層の機能を保持するための
階層間交差部の形式



2. 安全性向上の具体策提案と社会実装
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61.3%
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№168 №51 №138 №114 №187 №154 №157 №88 №39 №183 №44 №43 №45 №42

30
km

/h超
過割

合（
％）

30km/h超過割合の比較対策前 対策後

・ゾーン施策を対策毎に評価。ゾーン30プラスを設定することで、
地区の30km/h超割合の低下を確認した。

・対策密度や工種にも着目し対策を選定するための基礎資料とな
る分析を行った。特に物理的デバイスのハンプを高い密度で敷
設することで速度低減効果が高いことを確認した。

・今後これら結果を踏まえて対策立案に基礎資料とし活用を予定。

54 45

15 9 4 2 1

総延長あたりの割合（%）
≤ 0%

(0%, 20%]
(20%, 40%]

(40%, 60%]
(60%, 80%]

(80%, 
100%] > 100%

地
区
数

（
地

区
）

1

79

37

9 2 1 1

延長当たりの対策数（個/km）
≤ 0.0

(0.0, 5.0]
(5.0, 10.0]

(10.0, 15.0]
(15.0, 20.0]

(20.0, 25.0]
(25.0, 30.0]

地
区
数
（
地

区
）

▼道路延長あたりの対策密度
～点対策の分布～

～路線対策の割合～

1kmあたり0～5箇所
➔最大200mおきに1箇所
程度の地区が多い

地区総延長の0～20%程度
の道路延長に路線対策
➔ターゲット路線のみ対策を実施

85%

【写真；ハンプを2箇所設置した箇所】
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48.038.0

85％タイル速度
48.0km/h⇒38.0km/h

▼対策工種別の対策前後の30㎞/h超過割合

ハンプを多く設置した地区では
30km/h超過割合が大幅に低下

物理的デバイスの
密度が高いと事故
件数が多く削減

事故件数削減の
効果有無の比較

▼複数ハンプの効果

ゾーン30プラス
看板路面標示で
30km/h超過割合が低減

▼ゾーン施策の効果
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交通課題可視化ツールを構築
• オープンデータ等活用して、市町村職員が利用可能な交通安全対策が必要な箇所を確認するための「交通課題
可視化ツール」のプロトタイプ版を構築

• オープンデータ以外にも、民間が整備している交通規制に関するデータ等を調査
• モデル地区での利用を通じて、改善点を整理

データ 表示形式 用途
小学校、小学校区 点/面 小学校からの距離、学区毎の事故件数等整理
道路幅員(5.5m未満) 線 狭い道路の交通状況を把握
センターラインのない道路 線 センターラインがない道路の状況把握(次年度取込み予定)

通学路 線 通学路の交通状況を把握
規制速度 線 現在の交通規制等の内容を把握
用途地域、人口集中地区 面 現在の土地利用の状況を把握
交通事故発生箇所 点/線/面 交通事故の発生地点を把握
急減速発生箇所 点/線/面 急減速の多発地点を把握
自動車交通量、地点速度 点/線 交通量(抜け道)、高速度車両の有無を把握
歩行者・自転車交通量 線 生活交通を優先すべき道路の把握(データホルダーと調整中)

信号/無信号交差点数等 点 対策検討箇所の全体量を把握(次年度以降に整備予定)

▼交通課題可視化ツールに搭載するデータ

■交通課題可視化ツール の改善点
・走行履歴データのプロット量が多く、動作が遅い⇒リンク単位で整理
・危険箇所が分からない⇒対策候補箇所を示すための指標を検討
・歩行者交通量が必要⇒民間が整備する人流データの活用を検討

→モデル地域：
三郷市、横浜市、久留米市で整備

▲小学校区単位のランキング表

▼交通課題可視化ツール 画面
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• 民間の道路データを確認し、活用可能性を検討
• センターラインの有無を整理するためのツールを開発

■センターラインの有無判定ツール
・乗車中の車内から、スマートフォンを使用して10m～40m間隔で路面を撮影
・AIを活用してセンターラインの有無を判定
・センターラインの有無の判定結果は専用ビューワで確認。可視化ツールでの表所のためKMLファ
イルとしても出力可能
・今後、センターラインの有無データを必要とする自治体への提供方法を検討
（ツールの販売/中央線有無調査の代行 等）

中央線有
中央線無

■民間データの活用可能性検討
・民間データの幅員データ、規制データ、交差点データ、歩道・横断歩道データ、車線数データを
確認し、活用可能性を検討
・最小幅員のデータから物理的対策の設置可能性を検討することが可能
・交差点のデータからエリア内の信号/無信号交差点数を把握することが可能
・車線数のデータからセンターラインの有無（将来的な規制速度30㎞/h）を把握することが可
能

道路データ
交差点 

センターラインなし（目視）
車線数：１，0（民間データ）

▼民間データ事例 ▼センターラインの有無判定ツール

＜データ：民間データを可視化＞©2025 ZENRIN CO., LTD.（Z26LC第402号）
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• 対策効果シミュレーター（自動車）として、エリア対策の実施に伴う周辺幹線道路および生活道路エリア内外
の交通量変化を確認する仮想施策評価ツール（対策効果シミュレーター）を構築

• 対策効果シミュレーター（歩行者）として、従来の定量的指標では評価が難しい対策について、歩行者が感じ
る「安心感」を定量的に評価するモデルを検討するとともに、WEBアンケート調査を実施し、安心感の評価指
標の検討に資する基礎検討を実施。

• 対策可視化ツールとして、仮設物を現場に一定期間設置する「社会実験」を代替し、生活道路対策をAR空間上
で可視化することで、円滑な合意形成を図るためのツールを構築

▼三郷市におけるシミュレーション結果の可視化結果 ▼歩行者の安心感の評価項目 ▼AR空間上での生活道路対策の再現

評価項目 略称 アンケート設問文

危険認識の
しやすさ DETECT

車や自転車の接近をいち
早く容易に察知できると
思いますか．

車両からの
防護感 PROTECT

通行する車両から歩行者
が十分に守られていると
思いますか．

車の安全行動
への期待 EXPECT

車は歩行者に気をつけて
走行してくれると思いま
すか．

移動の自由度 FREEDOM
歩行者は好きなところを
自由に歩くことができる
と思いますか．

総合的な
安心感 OVERALL

総合的にみて、この道路
は歩行者の交通安全が保
たれていると思いますか．
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• 開発したツール類をユーザーが政策の実現に生かせるよう政策パッケージガイド(仮称)(案)を策定

ガイドは、生活道路対策の各プロセスで合意形成をはかり
ながら具体化できる構成

実務現場との対話（埼玉県三郷市、神奈川県横浜市、福岡県久留米市、佐賀県江北町
等）によりニーズ・課題を把握し、ver.1策定の方針を検討

JMDSのポータルサイトへの掲載およびLLM活用による検索等の実現性について協議
を開始

地域協議会#1
• 現状診断を踏まえた

課題の共有
（現地踏査）
（アンケート調査等）

地域協議会#2
• 対策方針の合意
• 計画素案の説明

地域の合意形成

地域協議会#4

地域協議会#3
• 最終対策案の合意

（社会実験）

庁内・議会等の
意思決定

補助金・交付金申
請の資料に展開

その他の合意形成

• 事業予算・人員確保
• 国道事務所等との事

業調整

交通規制等に関
する警察協議
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• ガイドの記載内容を補完・支援する（開発ツールの有効性を示す・対策推進のヒントを示す）ために、国内外
先行事例を一体的に構成 ⇒ 事例を先行して公開

ウェブで先行公開（3月末予定）

▼事例の役割

対策プロセス及び一連の流れの中で「したいこと」
「困っていること」から事例にジャンプ
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• 生活道路の安全・安心な移動、中心市街地の賑わいを実装・普及する上での制約や障壁となる様々な制度・
ルール等を検討対象とし課題の一次的な洗い出しを実施

道路法・
道路構造関係法令
• 道路法
• 道路構造令
• 道路構造令の解説と運用
• 歩道の一般的構造に関する基準
• 凸部、狭窄部及び屈曲部の設置に
関する技術基準

• 「凸部、狭窄部及び屈曲部の設置
に関する技術基準」に関する技術
資料

• 道路標識、区画線及び道路標示に
関する命令

ガイドライン・
マニュアル類
• 生活道路のゾーン対策マニュ
アル

• 道路の移動等円滑化に関する
ガイドライン

• 多様なニーズに応える道路ガ
イドライン

（その他）
• ラウンドアバウトマニュアル
• 安全で快適な自転車利用環境
創出ガイドライン

• 新たなマニュアル・手引き等

道路交通法等
• 道路交通法
• 交通規制基準

その他
• 通達・通知
• 条例・規則
• 駐車場法・条例（附置義務等）

施策
• ゾーン30プラス
• 通学路合同点検
• 特定道路（バリアフリー）

制度等
• 補助制度
• 交付金

国等関係機関が実施

政策パッケージ

都市内小道路の改善が
各地方自治体で行われること

取組みを推進するため
の施策が動き出すこと

計画等
• 交通安全計画
• 交通安全実施計画
• 都市計画マスタープラン
• バリアフリー基本構想
• 都市交通計画
• 地域公共交通計画

条例
• 道路構造条例（都道府県道、
市町村道）

地方自治体が実施
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• 本研究では、外周道路の内側の生活道路を安全・安心に移動でき、地域のコミュニティの形成や賑わい創出を
目指す社会（仮）としている

• 街路網構成計画論において定義している「歩行者最優先の街路（自由に歩ける、憩える・交流できる）」に基
づき、その対策方法のひとつとして「歩車共存道路」について着目し、海外・国内の制度を整理・比較を実施

国名 名称 制度化年 制度化された
方法 速度規制

オランダ Woonelf 1976 道路交通法改
正

15km/h

ドイツ Wohnｓ
traße

1980 道路交通規則
改正

歩行速度と同等
（４～７ｋｍ/ｈ）

スイス Begegnungs
zone

2001 道路交通法改
正

20km/h

オーストリア Begegnungs
zone
Wohnｓ
traße

2013
1983

道路交通法改
正
道路交通法改
正

20km/h(一部
30km/h)
10～15km/h

フランス Zone de 
rencontre

2008 道路交通規制
改正

20km/h

イギリス Home Zone 2006 交通法改正 約20km/h
（10mph/h）

■欧州の歩車共存道路の規定の状況 ■日本の歩行者専用道路等の規定の状況

種類 通行止め（or通行
規制）の内容 車両通行許可の内容 備考

歩行者専用道路

道路法４８条の１５
第３項により、歩行
者専用道路では、車
両通行を原則禁止

（車両の通行は原則不可）
※緊急車両、道路管理のた
めの車両通行は例外と解さ
れている

・構造上車両が入れないよう対策され
ている道路は、道交法第１０～１２
条の対象ではないため、通行方法等
の規制（右側通行、乱横断禁止等）
はない

歩行者用道路

道路交通法第４条に
より、都道府県公安
委員会が車両の通行
を禁止可能。（適用
日、時間限定も可
能）

道路交通法第８条第２項に
より、許可車両は通行可能
（許可期間は３年）
※許可基準は道交法施行令
にて制定
※許可車両は徐行義務

・道交法１０～１３条の対象では無い
ため、通行方法等の規制（右側通行、
乱横断禁止等）はない（道交法第１
３条の２）

※自転車歩行者道の場合は、歩行者の
通行制限は通常通り課される

※遊戯道路は歩行者用道路の一形態

歩車共存道路
コミュニティ道路

（特別な措置は無い
ため、一般道路の交
通規制基準による）

（全車両通行可能） 【一般道路の交通規制基準】
・原則として30km/h未満の最高速度

は指定不可
・生活道路において30km/hの速度規

制をする場合には物理的デバイスの
設置を推奨

• 欧州各国では「交通静穏化ゾーン」「出会いゾーン」
等として法や規則の改正を伴い導入

• 歩行者は道路空間全体を利用可能であるが故意に車両
通行を妨げてはならない

• 速度規制は20km/h以下が多い

「歩車共存道路等」
• ガイドライン等に事例として記載されているものの、法令における明確な

位置づけがない
• 歩道（路側帯）のない道路の真ん中を歩くことは法的に認められていない
• 原則として30km/hが速度規制の下限
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• 国内の自治体の取組み事例についての調査を踏まえると、歩車共存道路の普及については、条例や道路構造令
の変更または交通規制や道路構造の工夫事例の周知等の方向性が考えられる
歩車共存道を道路構造条例に規定

（静岡県三島市）

• 静岡県三島市は、歩車共存道とすることによ
り、限られた道路幅員の中で歩行者等の安全
を確保しようとする規定を設けている

【三島市道路の構造の技術的基準を定める条例】

（基本理念）
1. 誰もが歩きやすい道路構造を目指す
2. 当該道路に求められた機能を確保するよう配慮する
3. 幹線道路は、自動車と歩行者等を可能な限り分離する

よう配慮する。
4. 生活道路は、歩車共存道とするよう配慮する。
（歩車共存道）
• 生活道路は、必要に応じ、歩車共存道とすることができ

る。
• 幅員は路肩を含め4m以上とする。
• 歩車共存道の設計速度は30km/h又は20km/hとする。
• 歩車共存道には、必要に応じ、歩行者の休憩スペースを

設ける。
• 歩車共存道には必要に応じ、路面に凸部、狭窄部、屈曲

部、車止め等を設置する。

出典：三島市ウェブサイト, 
https://www.city.mishima
.shizuoka.jp/page/1751.ht
ml#toc1

関係法令等
• 道路構造令
• 道路構造令の解説と運用
• 道路構造条例

交通規制・駒止めの設置による安全性確保
（兵庫県神戸市）

• 【整備】歩車道段差なし
• 【課題】歩車道段差原則5cm、バリアフリー法に基づく特

定道路の歩車道段差15cm以上の基準未達
• 【対応】一般車通行止め・貨物車のみ6~17時に通行可能

な交通規制、歩車道境界部に駒止めを設置する
等の複合的な対応を実施し安全性を確保

路肩の柔軟な使い方・社会実験で検証
（山口県長門市）

• 【整備】車道幅員を2.5mに狭め車両速度を抑制（狭さく
なしの部分は4.0m）

• 【課題】狭さく間車道幅員3mの基準未達
• 【対応】両側0.5m路肩を設置、緊急車両の通行可能な幅

員を確保⇐社会実験で消防車・大型バスの通行
も可能であることを検証して決定

出典：神戸市提供資料

関係法令等
• 歩道の一般的構造に関する基準
• 道路移動等円滑化基準
• 特定道路（バリアフリー）

関係法令等
• 道路構造令
• 道路構造令の解説と運用
• 凸部、狭窄部及び屈曲部の設置に関する技術基準

• 兵庫県神戸市は、交通規制と駒止めの設置等
による複合的に安全を確保し、歩車道段差な
しを実施

• 山口県長門市は、狭さく部において、両側の
路肩設置による緊急車両通行の幅員を確保し、
社会実験で検証して、車道幅員2.5mを実現

出典：JICE 次世代の生活道路に関する勉強会 片岸委員講演資料
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連携機関 連携の方向性

他コンソ サブ課題Ⅰ IBSコンソ モデル地域での安全性、賑わい評価への活用可能性

サブ課題Ⅱ   東北大学コンソ AI交通分析・デジタルツイン技術の可視化連携の可能性

サブ課題Ⅲ 日本信号コンソ 事故防止技術の適用量(事業量)把握に関する連携の可能性

   UTMSコンソ データ・開発ツールの活用に関する連携の可能性

サブ課題Ⅳ NTTデータコンソ 道路交通関連データの搭載に関する支援

  筑波大コンソ
（東京海上、日本工営） 安全性評価分析に関する情報共有

   東京大学コンソ 街路の安全性向上における疑似人流データの活用可能性

他課題
バーチャルエコノミー
竹中工務店コンソ

まちの魅力づくりに活用するための
デジタルツイン技術等の研究と実装

歩行空間の賑わい評価と関する連携方法の可能性

関連省庁 国土交通省・警察庁 研究開発成果の道路交通行政における活用に向けた意見交換

こども家庭庁 通学・保育園等の散歩ルートの安全確保支援への意見交換

コンソ内 東京大学・
オリエンタルコンサルタンツ 研究開発の実現を目的に社会連携研究部門を設立



コンソ外機関等における貢献
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シンポジウムでの発信
・第1回公開シンポジウム（6月）
・第2回公開シンポジウム（10月）
学会・WS等での発信
・2025 Suwon ITS AP Forum（5月・韓国水原）
・土木計画学研究発表会・春・秋大会（6月・高松市、11月・福井市）
・Mobility Innovation Workshop 2025 （11月・東京）
・Workshop on Urban Surface Street Management for Smart 

Mobility（11月・東京）
・第23回ITSシンポジウム2025（12月・広島市）
・Joint Seminar on Smart Mobility with UWA and Japanese 

Delegates（2月・パース）

雑誌・Webサイトでの発信
・月刊誌道路12月号
・生産研究（雑誌）
・横浜市道路政策推進課ウェブサイト

▼意見交換会(提供財デモ含む)の実施状況

■研究成果の対外発進

■研究成果の社会実装（社会貢献）

Workshop on Urban Surface
Street Management for Smart
Mobility開催状況

社会実装を前提とした試行・展開
・開発ツールについて、モデル地域での試行や様々な自治

体へのヒアリングによりニーズ把握し、ツールを改良

国交省・警察庁との意見交換
・研究成果を国の施策と連動させ、全国的な交通安全施策

の高度化に向けて関係省庁と意見交換を実施
▼意見交換会の実施状況



2025年度までの社会実装指標(XRL)評価
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研究開発項目 2025年度
XRL 2025年度までの達成項目 2025年度

中間目標XRL
2027年度
目標XRL

街路網構成計画論
の構築

TRL：4（初期テスト）
BRL：-
GRL：-
SRL：3（仮説の検証）
HRL：3（仮説の検証）

••街路機能・利用主体の整理と街路階層を定義
•機能分化を踏まえた街路階層配置の数理モデルを構築
•歩車ネットワーク構築手法と断面・交差部対応方針を整理

TRL：4
BRL：-
GRL：-
SRL：3
HRL：3

TRL：7
BRL：-
GRL：-
SRL：6
HRL：7

安全性向上の具体
策提案と社会実装

TRL：4（初期テスト）
BRL：4（初期テスト）
GRL：5（実証）
SRL：5（実証）
HRL：5（実証）

•国内外の速度抑制施策の技術・事例を整理
•ハンプ等物理的デバイスの高い効果を確認
•対策密度と事故削減効果の関係を整理
•面的対策の重要性を定量的に整理

TRL：4
BRL：4
GRL：5
SRL：5
HRL：5

TRL：7
BRL：7
GRL：6
SRL：6
HRL：7

都市内小道路の
現状把握と政策
ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｼｽﾃﾑ構築

TRL：5（想定環境でのテスト）
BRL：3（事業モデルの検証）
GRL：-
SRL：4（初期検討）
HRL：2（仮説の検証）

•全国の事故・規制情報を可視化する簡易版ビューアを構築
•複数自治体で試行し、利用意見を収集・改良点を整理
•事故・速度・交通量等の複数データ重ね合わせ表示を実現
•危険箇所抽出に向けた基礎集計・表示機能を整備

TRL：5
BRL：3
GRL：-
SRL：4
HRL：3

TRL：7
BRL：7
GRL：-
SRL：7
HRL：7

ﾃﾞｼﾞﾀﾙｻﾝﾄﾞﾎﾞｯｸｽ
の構築

TRL：4（初期テスト）
BRL：3（事業モデルの検証）
GRL：-
SRL：4（初期検討）
HRL：3（仮説の検証）

•ゾーン対策による交通量変化を可視化する自動車シミュレータを構築
•三郷市等で試行し、業務活用ニーズを把握
•歩行者の安心感を定量化する評価モデルの基礎検討を実施
•安全性向上の印象評価を行うモデルを開発

TRL：4
BRL：3
GRL：-
SRL：4
HRL：3

TRL：7
BRL：7
GRL：-
SRL：7
HRL：7

社会的受容性・
協働性の獲得と
ルール作り

TRL：4（初期テスト）
BRL：4（初期テスト）
GRL：5（実証）
SRL：5（実証）
HRL：3（仮説の検証）

•政策パッケージ適用ガイド（案）の構成整理と内容案を作成
•モデル地区での対話・試行を通じたニーズ把握と改善方針整理
•先行事例集の公開準備とデータ公開・検索手法を検討

TRL：4
BRL：4
GRL：5
SRL：5
HRL：3

TRL：7
BRL：7
GRL：7
SRL：6
HRL：7

制度・ルールの
提案

TRL：4（仮説の検証）
BRL：-
GRL：5（実証）
SRL：5（実証）
HRL：3（仮説の検証）

•生活道路施策の普及に向けた制度・ガイドラインの課題を整理
•欧州制度との比較による歩車共存道路の制度課題を整理
•国内事例調査に基づく制度改善に向けた論点を整理

TRL：4
BRL：-
GRL：5
SRL：5
HRL：3

TRL：7
BRL：-
GRL：7
SRL：6
HRL：7
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